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また、製造業における就業者数は直近10年間で約1,150万
人から約1,050万人へと11％ほど減少しており、生産年齢人
口の減少割合以上に製造業における就労人口は減少している

（図表123-2）。
また、業種別に就労人口の推移を見ると、おおむね減少傾

向にあるのが見て取れるが、「繊維」においては、1995年で
は108.9万人の就業者がいたものの、2010年には34.2万人と
なっており、特に減少傾向が強いことが分かる。一方、「輸送
機械」においては、2000年頃に就労者が減少したものの、そ
の後増加傾向にあり、108.0万人となっている（図123-3）。
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（1）ものづくり基盤の強化に向けた人材育成・活用
製造業は我が国において今後も重要な役割を担い続けるもの

と考えられるが、製造業の稼ぎ方が変化してきている中で、製
造業に求められている人材にも変化が起きている。また、少子
高齢化により労働人口の減少が続いており、特に中堅・中小企
業では必要とする人材の確保が容易ではなくなることが考えら
れる。製造業の更なる発展のためには、ものづくりの基盤とな

る人材の育成・活用を積極的に進めていくことが重要となって
いる。

①製造業に求められる人材の変化
少子高齢化に伴い、生産年齢人口の減少が進んでいる。

1990年代後半から生産年齢人口の減少が続いており、8,276
万人いたリーマンショック前（2008年）と比較しても2014
年には7,804万人と5.7％減となっている（図123-1）。
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製造業における職種部門別の内訳をみると、近年は「製造部
門」に従事する割合が減少傾向にあるのに対し、「研究開発部
門」に従事する割合が増加している（図123-4）。生産ライン
の効率化が進み、製造部門に必要な人材は減少する一方で、国

内でのものづくりの役割として高付加価値品へのシフトやグ
ローバル展開におけるマザー機能等が重要になる中で、研究開
発に携わる人材が増えていると考えられる。

58.9%

14.3%

7.5%
 5.2%

12.1%

図123-4　製造業における職種部門別内訳の変化
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備考：製造部門＝「本社・本店 現場部門の製造・鉱業・電気・ガス部門」＋「本社・本店以外の製造・鉱業・電気・ガス事業所」、販
売関連部門＝「本社・本店 現場部門の商業事業部門」＋「本社・本店以外の商業事業所」、研究開発関連部門＝「本社・本
店 本社機能部門の研究開発部門」＋「本社・本店以外の研究所」、情報関連部門＝「本社・本店 本社機能部門の情報処
理部門」＋「本社・本店 現場部門の情報サービス事業部門」＋「本社・本店以外の情報サービス事業所」、海外事業関連部
門＝「本社・本店 本社機能部門の国際事業部門」＋「本社・本店以外の海外支社、支店、駐在所等」

資料：経済産業省「企業活動基本調査」より作成

このように製造業に求められる人材が変化しており、この傾
向が今後も継続すると、職業間のミスマッチが起こると想定さ
れる。2010年から2020年にかけての変化を予測計算してみ
ると、男性・女性ともに、「生産工程・労務作業者」や「販売
従事者」が減少し、「専門的・技術的職業従事者」や「事務従

事者」が増加、また、女性においては「管理的職業従事者」も
増加することで、男性で約30万人、女性で約10万人程度の職
種転換が必要と考えられる（図123-5）。次世代型の製造業へ
の転換を加速していくためにも、時代に合った人材育成が求め
られている。

図123-5　2010年から2020年にかけての職種別の製造業就業者数の変化

備考：成長ケースの2020年の性別・職業別就業者数と、性別の職業構成比が2010年時点と変わらないと仮
定した場合の就業者数の差分を計算したもの。

資料：経済産業省 産業構造審議会 新産業構造部会報告書 経済社会ビジョン「成熟」と「多様性」を力に～
価格競争から価値創造経済へ～（2012年６月）
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②製造業に求められる人材育成・活用
製造業における就業者数が減少傾向にある中で、実際に不足

している人材をみると、「技能人材」を挙げる企業が最も多く、
中小企業では78.4％、大企業においても59.5％が不足してい
ると感じている。また、大企業・中小企業ともに「経営人材」
や「IT 人材」の不足を感じている企業の割合も高い一方で、「期
間工」の不足を感じている企業の割合は10％以下となっている

（図123-6）。
実際に不足している人材として最も多く挙げられた技能人材

に関して、技能人材のタイプ別の過不足感をみると、「高度熟練

技術者」（特定の技能分野で高度な熟練技能を発揮する技能系正
社員）、「技術的技能者」（開発・設計・品質管理などに携わる技
能系正社員）が「不足」又は「やや不足」と感じている企業は
全体の約6割となっている。また、「管理・監督担当者」（製造現
場のリーダーとしてラインの監督業務などを担当する技能系正
社員）も約半数の企業が不足を感じているのに対し、「一般技能
者」（上記3つのタイプに当てはまらない一般的な技能正社員）は
6割以上の企業が「適切」と感じており、約15％の企業が「や
や過剰」又は「過剰」と感じていることが分かる。（図123-7）。

人材不足を見据えての企業の取組状況をみると、企業規模に
かかわらず、「定年延長や定年廃止によるシニア、ベテラン人材
の活用」が約7割と最も多くなっている。また、大企業では「女
性が長く働き続けることができる職場環境の整備」、「多様な働

き方の導入による介護や育児などの時間制約への配慮」、「IT の
活用や徹底した合理化による業務プロセスの効率化」に取り組
む企業の割合も高く、大企業が中小企業に比べて人材不足に対
応した取組を進めている状況がうかがえる。（図123-8）。

資料：経済産業省調べ（14年12月）

図123-6　不足している人材
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図123‒7　技能系社員の過不足状況

資料：JILPT「『全員参加型社会』の実現に向けた技能者の確保と育成に関する調査」（2014年5月）
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続いて、新たな人材確保の観点から各企業における新卒採用
や若手の教育における課題をみると、「自社の知名度が低く、応
募者が集まりにくい」、「採用基準に達する応募者が少ない」が
企業規模にかかわらず多くなっている。また、中小企業では「入

社後の教育に時間やコストをかける余裕がない」が31.1％、「採
用活動に時間やコストをかける余裕がない」が20.9％となって
いるなど、中小企業は大企業に比べると課題を感じている企業
の割合が高くなっている（図123-9）。

国内の従業員の年齢構成に対する認識をみると、「各世代の
均等がとれた、バランス型」と感じている企業は21.5％であ
り、全体の6割強の企業が不均等な年齢構成となっていると認識
していることがうかがえる。具体的には、「平均年齢が高く、シ
ニア世代中心の逆ピラミッド型」という企業が31.1％と最も高
く、「30～40歳代の中堅世代が不足している、世代断絶型」が
22.8％と続いている（図123-10）。

図123-8　人材不足を見据えての取組

資料：経済産業省調べ（14年12月）
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資料：経済産業省調べ（14年12月） 
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図123-9　新卒採用・教育の課題

図123‒10　国内の従業員の年齢構成

資料：経済産業省調べ（14年12月）
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